戦後の学校建築史( その1 ) 一学校施設理論の蓄積と実際に関する若干の考察一 by 堀井 啓幸
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守二二 関係法令及び重要事項 公立学校施設整備事項 建築界の動向
昭和制 「公立義務教育諸学校の学 「義務教育諸学校施設費国庫負担法J J IS A3301木造学校建物
級編成及び教職員定数の標 「公立学校施設災害復旧費国庫負担 (構造上の細部設計だけを











































1 -1 -b表 戦後学校施設整備行政の時代区分(7)
~ 年|昭和


























































































































9m 「2251と 6.75 Tn 
m rn 
7 7 
A 型 B ~ 
13m十 3rn- ド2.25十一 4.50m寸 2.25l
m rn 
7 7 























































年 49 50 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 計
恥主ィ公じ、 11 7 19 10 17 25 37 28 28 41 36 46 62 50 59 476 
寸ー 法 (動作) 2 l つ 1 1 l 1 1 10 
規 模 l 1 2 2 5 6 2 2 3 2 5 2 l 1 35 
モ 、ノ ニユザ 一 ノレ 2 l 8 11 5 4 31 
部1 市 住 宅 3 4 3 1 5 8 10 8 8 5 6 4 13 3 9 90 
農村住宅(民家) 4 l 11 4 5 7 11 4 5 5 3 4 4 4 2 76 
幼 稚 民i 1 1 l 2 1 1 7 . 中学校 4 2 3 3 l 3 3 4 2 25 
病 |完 1 1 l 5 5 5 1 4 つ ワ 2 29 
図書館・集会 1 3 l 1 1 1 1 9 
福 祉 施 設 5 6 3 14 
二E 場 l 1 3 5 
i註 車 場 l 1 
レクリエーション 1 I 
地域施設利用 l l 1 7 4 7 10 9 I 11 52 
グ二匂乙 FtolJ 論 l 1 
ビ、ルデ、イング:エレメント 8 8 10 8 34 
設 計 技 手伝 2 4 6 
コ ス ト 分析 4 
人 間 工 戸づ孟~ 3 4 



























































































































































































































(6) 長倉，長沢，上野ら著 新建築学大系291学校の設計JP 28~29 彰盟社 1983
(7) a， b表を作成するにあたり，主に参考にした文献は次のようなものである O
• GAガラス80， 6 1戦後の学校建築」
• Iヨ本教育年鑑 '82 日本教育年鑑干Ij行委員会 ぎょうせい 1982 
@新建築学大系23 r建築計画JP 15~86 彰国社 1982 
@新建築学大系29 r学校の設計JP 18~10 彰国社 1983 
@菅野誠「日本学校建築史」 文教ニュース社 1973 
@長倉康産「関かれた学校J T¥THKブックス 1973 
. r戦後の学校建築j施設月報No100 文部省 1977 
「公立学校施設整備の歴史を顧みて 1J施設月報No108 文部省 1980 
" r 1/ 2 J 1/ 110 ノ




@佐々木宏「建築昭和史」 新建築社 1977 
「千里丘陵住宅地区と教育施設J 教育施設 1967パ 構造出版
• r宮前小学校j 建築文化 1958 VoL 13 No12 
特に，⑥の区分については，
• r公立学校施設整備の歴史を顧りみて 1J施設月報N0108 文部省 1980 
・r 1/ 2 J 1/ 110 1/ 
・日本教育年鋸刊行委員会「日本教育年鑑 '82 10章学校施設J ぎょうせい 1982 
「教育財政j戦後日本の教育改革 4に所収 海後宗臣，市)lntr午鑑修 1972 を参考にしたO
また，実際に建てられた学校は小学校を対象とし，エポック的な価値を有すると忠われるもの
をあげた。(具体的には rSDJ 鹿島研究所出版会， ra経アーキテクチュアJa経マグロウ
ヒノレ社等を参考にした)
(8) 施設月報No100 P77 文部省 1977






(1) 施設月報No 108 P 5~6 文部省 1980














(1日応急最鼠基準(小・中生徒ひとりあたり)O. 7坪の根拠 (佐藤 前掲書による)
( 20坪教室+廊下，便所，管理関係に絶対必要なもの15坪)~50人(一学級平均収容生徒数)
暫定基準(中学校生徒ひとりあたり)1. 08坪の根拠 (施設月報No108 P 14 ) 




@第一次 5カ年計画 '59 ~ '63 すし詰教室の解消，統合学校校舎等の整備，危険建物の改築
(全体計画 1194.6万ぽ)
@第二次 5カ年計画 '64~'68 さらに小学校屋内運動場を国庫負担の対象，特別教室の整備
( 1385. 8万m') 
@第三次 5カ年計画 '69~ '73 児童生徒急増地域の不足教室の解消，過疎地域における公立
学校の整備(1650万ぽ)
@第四次 5カ年計画 '74~'78 不足教室プレハブ校舎の解消 危険建物の解消(2728万m') 
@小中学校危険建物解消 3ヶ年計画 '78~'80 危険建物の改築促進(改築対象基準の緩和措





(18) 小松郁夫「教育行政研究における文化行政論の意義と課題J 序 東京電機大学理工学部紀要
1983 ， 6 
































(25) I司J二 P5 
(2b) 菅野誠「学校建築のあゆみ下J 公共建築 1978，G No 79 P 62 に所収



















57 ~ 58年度 東京都 「目黒区宮前小J
57 ~ 58年度 香川県 「香川県立高松高校J 等
(34) 家具の規格化においても，昭和47年以降は「家具と建築との結び付きが緊密になって弱者を含
む総合的な立場から家具の性能が決められるようになったo J文部省「学校用家具JP14 1981 











倒 A小学校，校長先生とのインタヴュ一式調査及び学校観察より 1983，12，12 
同 A小学校「教科外活動のカリキュラムの構成と展開」 ハ 施設と活動 1952 
ω 山本七平「空気の研究j文芸春秩社 1977 
ゆ B小学校「よろこびのある学校生活J 1980 f>10 本校の特色
同 B小学校，校長先生とのインタヴュ一式調査 1983，12，7





制 /1 11 学校管理案による




・学校建築に関する委員会委託一覧表(S 28 ~ S 58 ) 
@文部省内の研究 (S22~S51)
・建築学会発表論文における学校建築に関する調査研究一覧
論文報告集(S 11 ~ S 51 ) 
大会発表論文(S 40 ~ S 51 ) 
支部発表論文(S 24 ~ S 51 ) 
東京都立大学長倉研究室
東京工業大学谷口研究室 作成
なお，これらの資料の多くは，東京大学の長沢先生に提供していただいた。
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